平成24～25年度厚生労働科学研究費補助金（がん臨床研究事業）
分担研究報告書
がん患者就労支援における雇用者側・企業労働者側の視点の調査
研究分担者：齊藤 光江（順天堂大学医学部乳腺内分泌外科 教授）


A. 研究目的

　医療者主導の調査においては，とかく患者の利益を第一に考えがちであるが，がん患者の就労の問題を社会全体で考える場合，企業側からの視点は欠かせない。しかしながら，企業側に不足しているのは，疾患に関する知識である。よってこの度，現在もしくは近未来，企業の経営に関わる立場の人間を対象としたアンケートを疾患の知識の講義の際に行い，がん患者の就労問題を社会で取り組むことへの第一歩を踏み出す礎にしたいと考えた。
B. 研究方法

　対象：H25年後半に中央大学経営戦略科大学院生（30代から50代）らにがんに関する講義を行う。内容は，日本人に頻度の高い5大がんについての基礎知識。疫学，がん患者の就労状況等である（約2時間）。これらを対象に，がんになった場合の就労継続や就労支援について，企業人の視点に立っての意識調査を行う。アンケートは，同じ対象の中でがんサバイバー複数名の有志に就労支援に対する経営者側からのヒアリング（H24年）を得てH25年前半に作成した。
＜予想される結果＞
がんサバイバーであり，企業の経営陣である2名から，がん腫，ステージ，キャリア，年齢などがん患者といえども様々であり，全てのがん患者に同じ支援を行うことは，企業の利益を考えると難しく，雇用者側と被雇用者側の相互理解と支援をするならば，その個別化が必要である。医療者主導の研究も，企業側の意識調査の結果を反映させたものでなければ，本当の意味で社会に受け入れられず，行きづまることになり，行き過ぎた支援は，かえってがん患者の立場を悪くするとの指摘を受けた。これに基づき作成したアンケートには，自身や同僚や部下ががんになったとしたら，同じ仕事を継続したいか，変更したいか，その理由などを問うものとし，企業として今後勧めたいがんサバイバーに対する支援に関する意見を募った。予想は，立場別にさまざまな視点があるであろうというものであり，医療者と異なる考え方の抽出もねらえるであろうというものであった。
C. 研究結果

　ヒアリングでは，率直で貴重な意見を収集できた。アンケートでは，自身が患った場合と部下が患った場合で，就労継続に関する考えが異なった。企業はもっと疾患のことを知る必要があると考えていた。サバイバーの新規雇用を先入観でリスクと考えていることなどが明らかになった。
D. 考察

　企業側の考えを知ることは，就労支援を行う上で欠かせないプロセスであると考えられた。
E. 結論

　医療者側からがん患者の就労支援をするためには，企業の視点を知り，連携することが必要と考えられた。
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【要旨】


がんは一般に高齢者の問題であると考えられているが，働き盛りを襲う場合（がん罹患の1/3は就労可能年齢）もある。病気の症状コントロール，治療の副作用の折り合いをつけながら，生きがいや生活の糧を目的とした就労の継続を考える必要がある。 がんの就労支援は，医療者側から始められようとしている。しかしながら，就労問題は，職場の理解なしには解決されない。 そこで，まず職場の同僚や上司，部下の立場で，がん患者の就労をどう考えるのか，意識調査を行ったので，ここに報告する。








